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○エネルギー政策基本法（平成１４年６月１４日）○エネルギー政策基本法（平成１４年６月１４日）
【エネルギー政策の政策目標】

○安定供給の確保（エネルギー安全保障等）
○環境への適合（地球温暖化の防止等）
○上記２点の政策目的を十分考慮しつつ、市場原理を活用（規制緩和等）。

○エネルギー基本計画（平成１５年１０月閣議決定）○エネルギー基本計画（平成１５年１０月閣議決定）

○原子力発電は準国産エネルギーとして位置付けられるエネルギー。
○発電過程でＣＯ２を排出することがなく地球温暖化防止に貢献。
○原子力発電については、安全確保を大前提として、今後とも基幹電源とし
て位置付け、引き続き推進。

１．エネルギー政策における原子力１．エネルギー政策における原子力
の位置付けと今後の方向の位置付けと今後の方向

＜エネルギー政策における原子力の位置付け＞＜エネルギー政策における原子力の位置付け＞
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＜今後＜今後のの方向＞方向＞

１．エネルギー安全保障の視点１．エネルギー安全保障の視点

２１００年には、中国をはじめとする発展途上国のエネルギー需要は６倍以発展途上国のエネルギー需要は６倍以
上、世界のエネルギー需要全体でも３倍以上に大幅拡大上、世界のエネルギー需要全体でも３倍以上に大幅拡大するとの試算も存
在。中国等アジアの途上国では２０３０年には石油の輸入依存度が約８割と
現在の倍増となる見通し。既に、中国の電力需要は、毎年関西電力全体に
匹敵する電力需要が増加する状況。

今後、世界における石油の中東依存度は更に高まり石油の中東依存度は更に高まり、早くも２０３０年には５
割に迫る水準に到達（現在では２５％）。天然ガスも、中国が輸入国に転じる天然ガスも、中国が輸入国に転じる
など需要が急拡大など需要が急拡大し、早くも２０３０年に世界の需要は倍増し、需給がタイトと
なる可能性もある。

一方供給面では、石油については、ここ２０年ほど新たな油田発見量が生産
量を下回るなど、資源量の頭打ちの懸念もある状況。今後、世界で資源獲得今後、世界で資源獲得
競争が激化する可能性もある競争が激化する可能性もある。

１．エネルギー政策における原子力１．エネルギー政策における原子力
の位置付けと今後の方向の位置付けと今後の方向

→＜Ｐ９，Ｐ１０，Ｐ１６＞

→＜Ｐ１１＞

→＜Ｐ１２，Ｐ１３＞
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翻って我が国は、現在、自国のエネルギーの５割弱を石油に依存している状
況。エネルギーの自給率は、主要先進国の中でも最も低い部類エネルギーの自給率は、主要先進国の中でも最も低い部類にあり、原子
力を除けばわずか４％。

このため、今後のエネルギー政策においては、エネルギー安全保障の視点エネルギー安全保障の視点
からから需要面で省エネ社会の実現によってエネルギー需要を抑えていくととも
に、供給面で安定的で信頼できるエネルギー源を確保することが一層重要供給面で安定的で信頼できるエネルギー源を確保することが一層重要と
なる。

原子力については原子力については、ウランの地域的な偏在が少ないばかりか、ＦＢＲ（高速増ＦＢＲ（高速増
殖炉）が実現した場合には、半永久的に資源確保が可能となる殖炉）が実現した場合には、半永久的に資源確保が可能となる。

１．エネルギー安全保障の視点１．エネルギー安全保障の視点（続き）

１．エネルギー政策における原子力１．エネルギー政策における原子力
の位置付けと今後の方向の位置付けと今後の方向

→＜Ｐ２１，Ｐ２２＞

→＜Ｐ２３，Ｐ２４＞
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エネルギー消費の増加に伴い、世界のＣＯ世界のＣＯ２２等の排出量も、今後急激に増大等の排出量も、今後急激に増大。

特に発展途上国では、２１００年には現在の６倍以上発展途上国では、２１００年には現在の６倍以上になる可能性もある。

一方、現在増加傾向にある大気中のＣＯ２濃度を安定化させるためには、現在
の半分以下にまでＣＯ２排出を大幅削減する必要があるとされている。

したがって、地球温暖化対策は長期的な視点で取り組んでいくことが必要地球温暖化対策は長期的な視点で取り組んでいくことが必要。

ＣＯ２の削減には天然ガスも有効であるが、化石燃料であることに変わりは天然ガスも有効であるが、化石燃料であることに変わりはなな
い。天然ガスは、石油や石炭よりはい。天然ガスは、石油や石炭よりはＣＯＣＯ２２排出は少ない（３割強～５割弱の削排出は少ない（３割強～５割弱の削
減）ものの、ライフサイクルでは原子力に比べれば２０倍以上を排出減）ものの、ライフサイクルでは原子力に比べれば２０倍以上を排出。

２．地球温暖化防止の視点２．地球温暖化防止の視点

１．エネルギー政策における原子力１．エネルギー政策における原子力
の位置付けと今後の方向の位置付けと今後の方向

→＜Ｐ２５＞

→＜Ｐ２６＞

→＜Ｐ２７＞
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我が国で原子力を石油・石炭に置き換えた場合には、ＣＯ我が国で原子力を石油・石炭に置き換えた場合には、ＣＯ２２排出量は２割弱排出量は２割弱
増加。原子力を天然ガスで置き換えた場合でも、１割弱増加増加。原子力を天然ガスで置き換えた場合でも、１割弱増加。

長期的に、ＣＯ２を排出しない水素エネルギー社会の実現を目指すとしても、
天然ガスなどの化石燃料から水素を取り出す限り、ＣＯ２排出という問題は残
る。ＣＯ２を排出しない形での水素社会を考える上でも、原子力は有力な手段
となる。

太陽光、風力など新エネルギーの導入も、ＣＯ２の排出削減には非常に有効
な手段。ただし、現時点では経済性、供給安定性などの課題が存在。

２．地球温暖化防止の視点２．地球温暖化防止の視点（続き）

１．エネルギー政策における原子力１．エネルギー政策における原子力
の位置付けと今後の方向の位置付けと今後の方向

→＜Ｐ２８＞

→＜Ｐ２９＞

→＜Ｐ３０＞
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我が国は、今後とも、世界有数の省エネ技術に更に磨きをかけ、最先端の
省エネ社会の実現によって、エネルギー需要を抑えていく省エネ社会の実現によって、エネルギー需要を抑えていくことが必要。

そうした努力を行った上で、存在するエネルギー需要に対しては、これに見
合う供給を、エネルギー安全保障や地球温暖化防止の視点を踏まえつつ、
適切に確保していかなければならない。

このためには、原子力か新エネルギーか、という二者択一ではなく、原子力原子力か新エネルギーか、という二者択一ではなく、原子力
も新エネルギーも活用していくことが不可欠。原子力については、２０３０年も新エネルギーも活用していくことが不可欠。原子力については、２０３０年
以後も現在の水準程度以後も現在の水準程度※※か、それ以上の役割が求められるか、それ以上の役割が求められる。

この水準（一次エネルギー供給の１７％程度）は、２１００年の世界を展望し
た主要なエネルギー見通しにおける世界全体の原子力比率（一次エネル
ギー供給の１０％弱～３０％弱）に照らしても、合理的な水準。

３．今後の方向３．今後の方向

１．エネルギー政策における原子力１．エネルギー政策における原子力
の位置付けと今後の方向の位置付けと今後の方向

※発電電力量の３～４割程度。

→＜Ｐ３１～３３＞

→＜Ｐ３４＞
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発展途上国の人口増加と経済成長が世界の経済規模を爆発的に
拡大させる可能性がある。

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

経済成長
（一人当たり）

人口
増加

一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
[千
米
ド
ル
／
人
]

人口 [百万人]ＯＥＣＤ加盟国

非ＯＥＣＤ加盟国
【出典：IPCC Special Report on Emissions Scenarios (B2 MESSAGE) 】

１．８倍１．８倍

１３．５倍１３．５倍

実線：２０００年

波線：２１００年見通し

世界の現状と見通し世界の現状と見通し（１／２）（１／２）
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今後の経済成長により、発展途上国の一人当たりエネルギー消費量は、先進国の水
準に近づいていく。世界全体のエネルギーの総消費量は大幅に拡大し、２１００年に２１００年に
は現在の３倍以上、発展途上国では６倍以上になるとの試算は現在の３倍以上、発展途上国では６倍以上になるとの試算もある。
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１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

世界の現状と見通し世界の現状と見通し（２／２）（２／２）
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世界的なエネルギー消費拡大の中で、各地域における石油の輸入量や
輸入依存度も大幅に高まる見込み。特に中国、インドなどのアジア地域の中国、インドなどのアジア地域の
発展途上国では、輸入依存度が２０３０年には現在の倍の８割近くに達す発展途上国では、輸入依存度が２０３０年には現在の倍の８割近くに達す
るると予想される。

78％

1,448

43％

606 

アジア
途上国

74％86％55％輸入依存度

636794 1,478 
需要量
[石油換算百万トン]

２０３０年

34％54％36％輸入依存度

247689 1,079 
需要量
[石油換算百万トン]

２００２年

うち
中国

欧州北米

【出典：IEA/World Energy Outlook 2004】

地域別石油需要量と輸入依存度の変化地域別石油需要量と輸入依存度の変化

石油の現状と見通し石油の現状と見通し（１／３）（１／３）

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障
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一方、石油の供給面では、４０年間新規油田発見は低下し続け、ここ２０年間、
発見資源量の増加は生産量を下回る状態にあるなど、資源量の頭打ちの懸
念もある。

１９６０年代以降、新規
油田の発見が鈍化

生産量（全世界）

中東

旧ソ連

欧州・北米

アフリカ・

中南米・アジア

[×
１
０
億
バ
レ
ル
]

新規油田の発見による世界石油既知資源量の増加新規油田の発見による世界石油既知資源量の増加

と全世界石油生産量と全世界石油生産量

新規に発見された
世界石油既知
資源量

[年]
【出典：IEA/World Energy Outlook 2004】

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

石油の現状と見通し石油の現状と見通し（２／３）（２／３）
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石油はその６割以上が中東に埋蔵石油はその６割以上が中東に埋蔵されており、今後一層中東への依存が
高まることが予想される。

２８０億バレル
（７６．８百万ＢＤ）

年生産量

４．２％
アジア・
大洋州

８．９％アフリカ

６３．３％中東

７．４％旧ソ連

１．８％欧州

１０．３％中南米

４．１％北米

地域別
賦存状況

１兆１４７７億バレル確認可採埋蔵量

【出典：ＢＰ統計】

世界のエネルギー資源埋蔵量（２００３年）世界のエネルギー資源埋蔵量（２００３年）

＜石油＞＜石油＞

世界の石油供給の地域別見通し世界の石油供給の地域別見通し

総供給量：77百万バレル/日 総供給量:121.3百万バレル/日

（注）アジア：インド、ASEAN（インドネシア除く）等

【出典：IEA/World Energy Outlook(2004)】

20022002年年 20302030年年

その他OPEC
12%

OECD
28%

旧ソ連
12%

中国
4%

アジア
3%

その他
16%

OPEC計:37%

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

石油の現状と見通し石油の現状と見通し（３／３）（３／３）

中東ＯＰＥＣ中東ＯＰＥＣ
２５％２５％

その他OPEC
11%

OECD
10%

旧ソ連
13%

中国
2%

アジア
1%

その他
20%

OPEC計：54%

中東ＯＰＥＣ中東ＯＰＥＣ
４３％４３％
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4,104

今後、先進国が天然ガスシフトが更に進むと見られることに加え、発展途発展途
上国の需要も急拡大の見込み上国の需要も急拡大の見込み。このため、我が国の天然ガスの輸入形態我が国の天然ガスの輸入形態
であるＬＮＧについても、需給がタイトとなる可能性もあるであるＬＮＧについても、需給がタイトとなる可能性もある。

世界の天然ガス需要見通し世界の天然ガス需要見通し

【出典：IEA/World Energy Outlook(2004)】
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１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

天然ガスの現状と見通し天然ガスの現状と見通し
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【出典：ＤＯＥ／ＥＩＡ‐０４８４（２００３）】

アジアのエネルギー需要推移と見通しアジアのエネルギー需要推移と見通し（原油換算億ｋｌ）

日本

中国

その他
アジア

中国のエネルギー需要は今後急拡大の見込み。

[原
油
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億
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ｌ]

[年]
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２２．５ ２０．８

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障
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アジアの現状と見通し＜中国＞アジアの現状と見通し＜中国＞（２／５）（２／５）

【出典：IEA/World Energy Outlook 2004】

輸入依存度

生産量

消費量

中国における石油輸入依存度の見通し中国における石油輸入依存度の見通し

【出典：日本エネルギー経済研究所】

中国における天然ガスの生産・消費量の推移中国における天然ガスの生産・消費量の推移

0％

23％

中国の石油輸入依存度は２０３０年には８０％近くとなる見込み。天然ガ
スについても、２０１０年までには純輸入国に転じ、急激に輸入が増加す
るものとみられる。世界で資源獲得競争が激化する可能性もある世界で資源獲得競争が激化する可能性もある。

輸入依存度

消費量

生産量

[百
万
バ
レ
ル
／
日
]

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障
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1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1999 2000 2001 2002

中国における発電電力量は、ここ数年間、平均して１，３００億ｋＷｈ程度
増加。毎年、関西電力全体に匹敵する電力需要が増加する状況。毎年、関西電力全体に匹敵する電力需要が増加する状況。

【出典：OECD “Energy Balances of non-OECD Countries 2001-2002”】

＋１．１７０億ｋＷｈ＋１．１７０億ｋＷｈ

＋１．１８０億ｋＷｈ＋１．１８０億ｋＷｈ

＋１．６８０億ｋＷｈ＋１．６８０億ｋＷｈ

総
発
電
電
力
量
[兆
kW
h
]

[年]

中国における総発電電力量の増加中国における総発電電力量の増加

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

アジアの現状と見通し＜中国＞アジアの現状と見通し＜中国＞（３／５）（３／５）

※ 関西電力全体の発電電力量 ： 平成１５年度実績 約１５００億ｋＷｈ＊ ＊電気事業便覧平成１６年度版



＜主な国際パイプライン構想＞ （JOGMEC・IEEJ資料より作成／※明らかになっている主な構想につき記載）

ガボン
カザフスタン
ボリビア

2003年Gobustan社株式
2003年North Buzachi油田権益、他

2億USD
2003年Stimul社株式

約2億USD
2004年Lumbaqui Oil社権益
2004年Pluspetrol社権益

買収、新規契約案件、等

アゼルバイジャン
カザフスタン

ロシア

エクアドル
ペルー

国名

2003年Conoco Philips権益 1億USDエクアドル

Sinochem

2004年LT2000他鉱区に探鉱参画
2004年BSEK社株式
2004年ボリビア石油公社と提携

今後15億$投資

2003年Stubb Creek油田開発契約
2003年Pirsahat油田探鉱開発契約
2004年OML64・66鉱区探鉱参画
2004年Area B探鉱参画

ナイジェリア
アゼルバイジャン
サウジアラビア

Sinopec

2002年Atlantisbais社買収（原油） 2億1500万USD
※SinopecとSinochemの共同買収

チュニジア
オマーン、UAE

2002年Repsol社権益買収（原油） 5億8500万USD
2002年タングー権益買収12.5%（ガス）
2003年同ガス田権益買収12.5% 2億7500万USD

インドネシア

豪州

CNOOC

2001年TGWorld社権益
2002年Salyan Oil社権益
2002年Devon社権益買収

2億1600万USD
2002年WadiAsad鉱区権益買収
2003年Kebibe油田PS契約調印
2003年Adrar油田共同開発契約、他

ミャンマー
アゼルバイジャン
インドネシア

オマーン
シリア
アルジェリア

CNPC
Petrochina

買収、新規契約案件、等国名企業

①アクチュビンスク（カザフスタン）～新疆<原油>
②トルクメニスタン～中国<天然ガス>

中央アジア･･･

①コビクタガス田（イルクーツク州）～中ロ国境沿い～大慶-北京-青島（中国案）<天然ガス>
②アンガルスク～大慶<原油>

東シベリア･･･

構想供給地域

（参考）中国による石油・天然ガス供給源多様化への動き
＜中国の国有石油会社による主要な海外資産買収動向（2001年～2004年）＞ （JOGMEC・IEEJ資料及び各紙報道より作成）

中国石油天然
気集団公司

中国海洋石
油総公司

中国石油化
工集団公司

中国化工進
出口総公司

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

１７
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2002 2030

インドのエネルギー需要は今後急増。２０３０年には現在の倍、
世界のエネルギー需要の１割弱を占める存在となる見込み。

インドの一次エネルギー需要の伸びインドの一次エネルギー需要の伸び

５．４５．４[[億トン億トン]]

１０．３１０．３[[億トン億トン]]

石
油
換
算
[億
ト
ン
]

【出典：IEA “WORLD ENERGY OUTLOOK 2004”】

約２倍約２倍

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

アジアの現状と見通し＜インド＞アジアの現状と見通し＜インド＞（４／５）（４／５）
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石油については、今後、インド国内の供給量が減少する一方で、需要
は急増し、輸入依存度が２０３０年には９０％を超えるとの見方もある。

[万
バ
レ
ル
／
日
] 輸
入
依
存
度
[％
]

国内供給

需要

8080 7070 6060 5050

250250
340340

450450

560560
輸入
依存
度

インドにおける石油の需給と輸入依存度の見通しインドにおける石油の需給と輸入依存度の見通し

【出典：IEA “WORLD ENERGY OUTLOOK 2004”】

９１％９１％

[年]

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

アジアの現状と見通し＜インド＞アジアの現状と見通し＜インド＞（５／５）（５／５）



＜主な国際パイプライン構想＞ （JOGMEC・IEEJ資料及び各紙報道より作成）

生産中（ガス）
探鉱中
開発中（油ガス）
開発中（ガス）
探鉱中
探鉱中

生産中（油）
探鉱中
開発中（油）
探鉱中
交渉中
交渉中

1988年Lan Tay / Lan Do鉱区参画 2億2800万USD
2000年Block-8鉱区参画
2001年サハリン-1参画（Rosneftから20%権益買収） 17億USD
2002年Block-A1鉱区参画
2002年Block-24鉱区参画
2002年Farsi Offshore鉱区参画

2002年Greater Nile Oil Project参画（Talismanの25%権益買収）7.5億USD
2003年Block-NC188／189鉱区参画
2004年Greater Plutonio Block-18参画（Shellの50%権益買収） 6億USD
2004年WA-306P鉱区参画
2004年サハリン-3参画（ユガンスクネフテガス権益取得を検討）
2005年Yadavaran等油田開発

ベトナム
イラク
ロシア
ミャンマー
シリア
イラン

スーダン
リビア
アンゴラ
オーストラリア
ロシア
イラン

ONGC*
ONGC
ONGC
ONGC・GAIL**
ONGC・OIL***
ONGC・

IOC****・
OIL
ONGC
ONGC
ONGC
ONGC
ONGC
ONGC

買収、新規契約案件及び現況 （2005年1月時点：探鉱中は未発見、開発中は既発見を示す）国名企業

（参考）インドによる石油・天然ガス供給源多様化への動き

イラン・パキスタンがパキスタン経由インドへの天然ガスパイプラインFS実施に合意（2002年）イラン･･･

ミャンマー～バングラデシュ経由で天然ガスを輸入（ONGC・GAIL）ミャンマー･･･

構想供給地域

*ONGC Videsh Ltd.： Oil and Natural Gas Corporation Videsh Ltd. ※Videshは「外国・国際」の意
**GAIL：Gas Authority of India Ltd. ***OIL：Oil India Ltd. ****IOC：Indian Oil Corporation Ltd. 

＜国有石油会社の主要な上流参画動向＞ （JOGMEC・IEEJ資料及び各紙報道より作成）

※2004年11月石油天然ガス省は外務省と共に、「Standing Advisory Committee on Oil Diplomacy for Energy Security」を設置。

※その他トルクメニスタン等も供給先構想あり。

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

２０



21【出典：「原子力図面集2004-2005」電気事業連合会】

エネルギーの半分を
石油に依存

我が国の現状我が国の現状（１／２）（１／２）

我が国の一次エネルギー供給実績我が国の一次エネルギー供給実績

我が国のエネルギー需要は、高度経済成長期に急増し、現在、自国のエ自国のエ
ネルギーの５割弱を石油に依存しているネルギーの５割弱を石油に依存している状況。

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障



22【出典：経済産業省 「資源・エネルギー統計」】

我が国の場合、石油のほとんど（約８７％）を中東に依存我が国の場合、石油のほとんど（約８７％）を中東に依存しており、世界的
にも突出（世界の中東依存度は、現状２５％に過ぎない）。

原子力を除けば、主要先進国の中で、我が国のエネルギー自給率は最も我が国のエネルギー自給率は最も
低く、わずか４％低く、わずか４％。

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

我が国の現状我が国の現状（２／２）（２／２）

石油の８７％を
中東地域に依存

【出典IEA/Energy Balances of OECD Countries 2001-2002】

日本の石油の輸入先＜２００３年＞日本の石油の輸入先＜２００３年＞ 主要国のエネルギー自給率＜２００２年＞主要国のエネルギー自給率＜２００２年＞

主要先進国の中でも
自給率が低く、原子
力を国産とみなしても、
８割を海外に依存

原子力を輸入とした場合
原子力を国産とした場合
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ウランの在来型既知資源量（２００３年）

オーストラリア

23%

カザフスタン

18%

カナダ

10%

南アフリカ

9%

米国

8%

ロシア

6%

ナミビア

6%

ニジェール

5%

3%

3%
2%

その他

9%

在来型
既知資源量
４５９万トン

ウクライナ

ウズベキスタン

ブラジル

【出典：Uranium 2003, OECD/NEA】

ウランの在来型既知資源量の分布ウランの在来型既知資源量の分布

原子力発電の供給安定性原子力発電の供給安定性（１／２）（１／２）

ウランには、石油、天然ガスに見られるような特定地域への強い偏在はない。

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障
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ＦＢＲが導入され、高速増殖炉サイクルが実現されれば、半永久的なエネル高速増殖炉サイクルが実現されれば、半永久的なエネル
ギーの確保が可能ギーの確保が可能となる。

8,5008,5002,5502,550
高速炉燃料サイクル高速炉燃料サイクル

（リサイクル）（リサイクル）

410130
軽水炉と高速炉

(混合リサイクル)

300100
燃料リサイクル

(Pu、ワンススルー)

27085
現在の燃料サイクル

(軽水炉、ワンススルー)

在来型資源年数※在来型既知資源年数炉/燃料サイクル

【出典：Uranium 2003, OECD/NEA】

１－（１）．エネルギー安全保障１－（１）．エネルギー安全保障

原子力発電の供給安定性原子力発電の供給安定性（２／２）（２／２）

※在来型資源量＝在来型既知資源量＋在来型未発見資源量
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エネルギー消費の増大に伴い、世界のＣＯエネルギー消費の増大に伴い、世界のＣＯ２２排出量も大幅に増加排出量も大幅に増加し、２１００年
には現在の３倍以上になる可能性がある。

特に発展途上国の伸びは著しく発展途上国の伸びは著しく、２０２０年～２０３０年頃には先進国を抜き、
２１００年には現在の約６倍、先進国の約３倍となるなど、世界の排出量の増加世界の排出量の増加
のほとんどを占めるのほとんどを占めると見込まれる。

※附属書Ｉ国・・・先進国及び経済移行国

※非附属書Ｉ国・・経済移行国を除く発展途上国

途上国

先進国

ＣＯＣＯ２２排出量見通し排出量見通し

ＣＯＣＯ２２排出の現状と見通し排出の現状と見通し（１／２）（１／２）

【出典：産業構造審議会将来枠組み検討専門委員会中間とりまとめ

「気候変動に関する将来の持続可能な枠組みについて」】

[
]

[ ]

１－（２）．地球温暖化の防止１－（２）．地球温暖化の防止



26

大気中のＣＯ２濃度を安定化するためには、現在のレベ
ルの半分以下にまでＣＯ２の排出量を大幅削減する必
要がある。

ＣＯＣＯ２２排出抑制排出抑制にには、は、
長期的に長期的に取り組んでいくことが必要取り組んでいくことが必要。

ＣＯＣＯ２２排出の現状と見通し排出の現状と見通し（２／２）（２／２）

１－（２）．地球温暖化の防止１－（２）．地球温暖化の防止
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発電所の建設、燃料の輸送などを含めたライフサイクル全体で見ると、
天然ガスのＣＯ天然ガスのＣＯ２２排出量は石油に比べて３割程度削減できるが、原子力排出量は石油に比べて３割程度削減できるが、原子力
の２２倍の排出量になるの２２倍の排出量になる。

各種電源の発電量当たりの各種電源の発電量当たりのCOCO２２排出量（メタンを含む）排出量（メタンを含む）

0 200 400 600 800 1000 1200

風力

太陽光

地熱

水力

原子力

天然ガス複合

天然ガス火力

石油火力

石炭火力

[g-CO2/kWh（送電端）]

発電用燃料としての燃焼によるもの（直接）
その他（間接）

975

742

608

519

（22 ～ 25）

11

15

53

【出典： 原子力については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による原子力発電技術の評価 平成13年8月」。
他電源については、電力中央研究所「ライフサイクルCO2排出量による発電技術の評価 平成12年3月」】

29

ライフサイクルＣＯ2排出量

石油火力に比べて３割削減。石油火力に比べて３割削減。
原子力の２２倍。原子力の２２倍。

原子力発電によるＣＯ原子力発電によるＣＯ２２排出の抑制排出の抑制（１／３）（１／３）

１－（２）．地球温暖化の防止１－（２）．地球温暖化の防止
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○原子力を石油・石炭に転換した場合○原子力を石油・石炭に転換した場合

○原子力を天然ガスに転換した場合○原子力を天然ガスに転換した場合

我が国において、仮に現在（２００２年時点）の原子力を石油、石炭に置き原子力を石油、石炭に置き
換えたとすれば、同年比でエネルギー起源ＣＯ換えたとすれば、同年比でエネルギー起源ＣＯ２２排出量は２割程度増加排出量は２割程度増加。
原子力を天然ガスに置き換えた場合でも、１割程度増加原子力を天然ガスに置き換えた場合でも、１割程度増加。

18.6624.7113.470[ｔ－Ｃ/ＴＪ(h)]炭素排出係数

8802,1082,5292,949[億kWh(e)]
発電電力量
（２００２年度）

石油石炭天然ガス原子力

原子力原子力による発電電力量分を石油・石炭で発電石油・石炭で発電

→ 約２億３千万トン約２億３千万トン※※ののＣＯＣＯ２２増加増加

約１１％増約１１％増原子力原子力による発電電力量分を天然ガスで発電天然ガスで発電

→ 約１億２千万トン約１億２千万トン※※ののＣＯＣＯ２２増加増加

約１９％増約１９％増

【出典： 二酸化炭素排出量、炭素排出係数・・・資源エネルギー庁ホームページ「エネルギー需給実績（平成１４年度確報）」
発電電力量・・・「平成１６年度版 電源開発の概要」】 ※単位は[t-CO2]

＜同年比＞＜同年比＞

■２００２年度のエネルギー起源二酸化炭素排出量：１１億６千万[t-CO2]

原子力発電によるＣＯ原子力発電によるＣＯ２２排出の抑制排出の抑制（２／３）（２／３）

１－（２）．地球温暖化の防止１－（２）．地球温暖化の防止
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＜水素社会の到来によるＣＯ＜水素社会の到来によるＣＯ２２削減効果＞削減効果＞

天然ガス天然ガスを利用して水素を製造・使用した場合を利用して水素を製造・使用した場合

ガソリンに比べて４～６割減ガソリンに比べて４～６割減※※

原子力原子力を利用して水素を製造・使用した場合を利用して水素を製造・使用した場合

ほとんど発生しないほとんど発生しない※※※※
※ 水素の製造、輸送の方法による。 【出典：トヨタ自動車㈱・みずほ情報総研㈱「輸送用燃料のWell-to-Wheel 評価」】

※※ 原子力を利用して水素を製造・使用する際に、ＣＯ２発生がゼロとならないのは、水素製造プラントから水素ステーションへの輸送時などに、ＣＯ２が発生するためである。また、水素製造プ
ラントで水素を圧縮・液化する際に必要な電力についても、その発電時のＣＯ２排出を考慮する必要があるが、これについては、原子力で発電を行えば無視し得る。

原子力発電によるＣＯ原子力発電によるＣＯ２２排出の抑制排出の抑制（３／３）（３／３）

１－（２）．地球温暖化の防止１－（２）．地球温暖化の防止
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新宿
東京

池袋

原子力発電所一基原子力発電所一基

１００万１００万kWkW級級
（３０００億円）

太陽光発電太陽光発電
山手線一杯の面積（約67km2）

（６～７兆円）

＝ ＝

ＣＯ２の排出削減には、太陽光や風力など新エネルギーの導入も非常に有
効な手段。

ただし、現時点では経済性や供給安定性などの課題が存在することも事実。

１－（２）．地球温暖化の防止１－（２）．地球温暖化の防止

新エネルギーの導入と課題新エネルギーの導入と課題

風力発電風力発電
山手線の３．５倍の面積（約246km2）

（１兆円）

各種発電の比較各種発電の比較

※現状では、太陽光発電や風力発電のような自然エネルギーを利用したシステムは、出力が変動しやすくバックアップ電源等が不可欠。
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１－（３）．今後の方向１－（３）．今後の方向

※１：電力需要（最終エネルギー消費ベース） ※２：自家発電含む総電力量に占める比率 ※３：資源エネルギー庁 「総合エネルギー統計（平成１５年度版）」

省エネルギーの進展・新エネルギーの導入を大胆に見込んだ場合の省エネルギーの進展・新エネルギーの導入を大胆に見込んだ場合の

２１００年までのエネルギー需給見通し２１００年までのエネルギー需給見通し（次ページのグラフ参照）

【仮定】
①省エネルギー → ２１００年のＧＤＰ当たり最終エネルギー消費は、現在の約３分の１。
②新エネルギー → 太陽光、風力など新エネルギーの導入は、２１００年には現在の約１８０倍に拡大※１。

原子力を５８００万ｋＷ（総合資源エネルギー調査会における２０３０年見通し、レファ
レンスケース）としても、２１００年の電力に占める原子力の割合は現状程度の約３割
【参考１】。

この場合、原子力が一次エネルギーに占める割合は、現在の１２％程度※３から１７％
程度に上昇。世界全体における原子力比率が８％～２９％程度と見込まれる中、この
比率は合理的な水準【参考１及び参考３】。

大気中のＣＯ２濃度の安定化には、その排出を世界で現在の半分以下にまで大幅削
減することが必要。原子力がこの水準でも、２１００年時点において、我が国のＣＯ２排
出は現在の半分近くまで削減できるかどうか【参考２】。

原子力を入れなければ、ＣＯ２排出はさらに約３割も増加【参考２】。

※２
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一次エネルギー消費一次エネルギー消費
の約１７％の約１７％
電力需要の約３２％電力需要の約３２％※※２２

１－（３）．今後の方向１－（３）．今後の方向

【【参考１参考１】】 ２１００年までの需給（最終エネルギー消費）見通し２１００年までの需給（最終エネルギー消費）見通し※※１１

（原子力を５８００万（原子力を５８００万kWkWで一定とした場合）で一定とした場合）

新エネルギー＜電力需要＞
電力需要電力需要

最終エネルギー消費最終エネルギー消費

原子力＜電力需要＞エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
[百
万
石
油
換
算
ト
ン
]

大胆な省エネの進展と人口減少によりエネルギー消費は減少。

しかしながら電力化率の上昇により電力需要は長期的に横ばい。
新エネ導入を大胆に見込んでも、原子力比率は世界全体と大差ない水準。

※１：２０３０年以降は、財団法人日本エネルギー経済研究所試算。

１９９０～２０３０年は、総合資源エネルギー調査会「２０３０年のエネルギー需給展望（中間とりまとめ）（平成１６年１０月）」より。 ※２：自家発電含む総電力量に占める比率
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【【参考２参考２】】 ２１００年までの２１００年までのCOCO２２排出見通し排出見通し※※１１

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
[百
万
ト
ン
-
Ｃ
]

増加傾向にあるＣＯ２濃度を安定
化させるためには、世界で現在の
レベルの半分以下にまでの排出量
の削減が必要とされている※２。

レファレンスケース

即時廃止ケース

４０年廃炉ケース

６０年廃炉
ケース

[年度]

１－（３）．今後の方向１－（３）．今後の方向

原子力を５８００万ｋＷで一定とするケース（レファレンスケース）でも、２１００年の時点
で我が国のＣＯ２排出を現在の半分近くまで削減できるかどうか。

原子力を入れなければ、ＣＯ２排出はさらに３割弱も増加。

原子力なしだと３割増原子力なしだと３割増

※２ 産業構造審議会
将来枠組み検討専門委員会
「気候変動に関する将来の持続可能
な枠組みについて」より

※１．２０３０年以降は、財団法人 日本
エネルギー経済研究所試算。

１９９０～２０３０年は、総合資源エネル
ギー調査会「２０３０年のエネルギー需
給展望（中間とりまとめ）（平成１６年１０
月）」より。
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【【参考３参考３】】世界のエネルギー需給見通し世界のエネルギー需給見通し

１－（３）．今後の方向１－（３）．今後の方向

【出典：IPCC Special Report on Emissions Scenarios】 注）原子力を効率３８．６％で一次エネルギー換算した場合 ※詳細な内訳が示されてない。

２１００年における世界全体の一次エネルギーに占める原子力の比率は、８％～２９％
程度と見込まれる。

原子力を５８００万ＫＷで一定とするケースでは、我が国の原子力比率は２１００年には
１７％程度となるが、上記の見通しに照らしても、この水準は合理的だと考えられる。

４．９％４．９％

２１

４２１

８．２％８．２％

３６

４４３

８．８％８．８％

３４

３８１

４．７％４．７％

２１

４３７

２０００年

２１．３％２１．３％原子力比率原子力比率

３６８原子力

１，７２５１次エネルギー
＜Ｂ２（ＭＥＳＳＡＧＥ）＞
・人口中程度成長
・経済低成長
・石炭・石油に頼らない

５５．１％５５．１％原子力（＋太陽光）原子力（＋太陽光）※※比率比率

４２７原子力（＋太陽光）※

７７６１次エネルギー
＜Ｂ１（ＩＭＡＧＥ）＞
・人口減少
・経済中程度成長
・省エネが大幅に進展

２９．０％２９．０％原子力比率原子力比率

６０６原子力

２，０８９１次エネルギー＜Ａ２（ＡＳＦ）＞
・人口増加
・経済低成長
・省エネは進展せず
・石炭に依存大、石油には依存せず

８．６％８．６％原子力比率原子力比率

２０２原子力

２，３５０１次エネルギー
＜Ａ１（ＡＩＭ）＞

・人口減少
・経済高成長
・再生可能エネルギー大幅導入

２１００年シナリオ

単位：[ＥＪ=1018Ｊ]
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１－（３）．今後の方向１－（３）．今後の方向

エネルギーの安定供給及び地球環境問題エネルギーの安定供給及び地球環境問題
への対応を考えると、２０３０年以後も、原子への対応を考えると、２０３０年以後も、原子
力発電に現在の水準程度力発電に現在の水準程度※※か、それ以上のか、それ以上の
役割を期待することが適切。役割を期待することが適切。

エネルギー政策の目指す方向は、

「原子力か新エネルギーか」「原子力か新エネルギーか」

ではなく、

「原子力も新エネルギーも」「原子力も新エネルギーも」。

※発電電力量の３～４割程度。
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（１）（１） チェルノブイリ原子力発電所事故（１９８６年）以前チェルノブイリ原子力発電所事故（１９８６年）以前

各国で原子力発電のための体制が整い始め、新たなエネルギー源として原子力発電が大きく進展。

世界全体の設備容量は、

１９７０年当時１９７０年当時 約約 ２千万ｋＷ２千万ｋＷ

（１９７０年代は年平均約 ２２％の伸び）

１９８０年当時１９８０年当時 約１億５千万ｋＷ約１億５千万ｋＷ

（１９８０年代は年平均約 ９％の伸び）

１９９０年当時１９９０年当時 約３億４千万ｋＷ約３億４千万ｋＷ

（１９９０年代は年平均約０．６％の伸び）

２０００年当時２０００年当時 約３億６千万ｋＷ約３億６千万ｋＷ

１９５４年１９５４年 ロシアにおいて世界初の原子力発電の商用運転開始

（オブニンスク原子力発電所）

１９６６年１９６６年 我が国において初めての原子力発電の商用運転開始

（日本原子力発電㈱東海発電所）

２．海外における原子力発電の動向２．海外における原子力発電の動向

【出典：平成１５年度エネルギーに関する年次報告「エネルギー白書」より】
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（２）（２）スリーマイルアイランド原子力発電所事故（１９７９年）、スリーマイルアイランド原子力発電所事故（１９７９年）、

チェルノブイリ原子力発電所事故（１９８６年）以後チェルノブイリ原子力発電所事故（１９８６年）以後

米国スリーマイルアイランドや旧ソ連チェルノブイリ原子力発電
所事故等の影響もあり、原子力発電所の建設が停滞。

特に米国においてはスリーマイルアイランド事故以降、新規の原
子力発電所の発注はなし。

また、ヨーロッパでもチェルノブイリ発電所事故以後、ドイツ、ベル
ギー、スウェーデンなどでは、段階的に原子力発電所を廃止する
脱原子力政策がとられる。

２．海外における原子力発電の動向２．海外における原子力発電の動向
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（３）（３）最近の動き最近の動き

【【北米北米】】

米国（原子力発電比率２０％※１）においては、既存の原子力発電所の定期検査
のサイクルの長期化、出力増強等により、発電電力量を増大（２００３年までの
１０年間で１００万ｋＷ級の原子力発電所２２基分※２）。

また、原子力２０１０プログラムにより、２０１０年を目途に新たな原子力発電所
の建設を目指し、補助金、規制改革などで民間事業者の取組を支援。さらに、
米国は、使用済燃料の処理や高速炉を含む先進燃料サイクルイニシアティブな
どの研究開発に着手。

カナダ・オンタリオ州（原子力発電比率１３％）では、環境保護のために石炭火力
発電所全廃を打ち出したこともあり、順次原子力発電所の再開を承認。

２．海外における原子力発電の動向２．海外における原子力発電の動向

地球環境問題やエネルギー安定供給等の観点から、原子力発電の位置付
けを見直す動きが出てきている。

※１ 以下原子力発電比率は“IEA/Energy Balances of OECD Countries 2001-2002”より。 ※２ 設備利用率８０％との前提で試算。
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２．海外における原子力発電の動向２．海外における原子力発電の動向

【【ヨーロッパヨーロッパ】】
フランス（原子力発電比率７９％）のＥＤＦは、２００４年１０月、ＥＰＲ（欧州加圧水型原
子炉）と呼ばれる新型炉の初号機（実証炉）をフラマンヴィルサイトに建設することを
決定した。ＥＤＦは、初号機を約８年間運転した後、標準モデルとして導入する方針。

英国（原子力発電比率２３％）では、２００３年に発表されたエネルギー白書において
は、原子力発電所の新規建設に関する具体的な計画は盛り込まれなかったが、
ＣＯ２排出削減の目標を達成するために、将来における原子力発電所の新設の可能
性は排除されなかった。

フィンランド（原子力発電比率３０％）では、チェルノブイリ事故以後の新規原子力発
電に否定的だった方針を変更し、５基目の原子炉建設を議会承認。２００９年運転開
始予定（炉型はＥＰＲ）。ロシアからの電力の輸入依存度を低くすることなどを目指す。

スウェーデン（原子力発電比率４６％）では、１９８０年に、国民投票の結果を踏まえて
２０１０年までに原子力発電所を全廃することとされたが、代替電源の見通しが立たな
いために全廃の期限自体は撤回。ただし、１９９７年に、バーセベック１号機を１９９９
年に廃止、同２号機についても２００５年５月末までには廃止予定だが予断を許さない
状況（現在１１基が運転中）。
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２．海外における原子力発電の動向２．海外における原子力発電の動向

【【ヨーロッパヨーロッパ】】（続き）

スイス（原子力発電比率４２％）では、２００３年の国民投票で新規原子力発
電凍結の延長と原子力への支援措置の廃止を否決。

ドイツでは、２００２年に原子力の段階的廃止を政府と電力業界で合意。一方、
政府は政治的動機で運転、輸送等の妨害をしないことに合意。原子力発電
所の平均運転期間を３２年間としその後は廃止する。しかしながら、ドイツは、
総発電電力量に占める近隣諸国からの輸入量の割合は約８％であり、その
うちの約４３％を原子力大国のフランスから輸入。

イタリアでは、１９９８年の原子力発電凍結決定後に全ての原子力発電所を
停止。その結果、電力の約２割をフランス及びスイスから輸入したが、輸入
送電支障により２００３年に大規模停電が発生。今年に入ってベルルスコー
ニ首相が原子力発電を選択肢に加える方針を表明。
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２．海外における原子力発電の動向２．海外における原子力発電の動向

【【ヨーロッパヨーロッパ】】（続き）

ベルギー（原子力発電比率５９％）では、２００３年に脱原子力法が成立。原
子力発電所の４０年間運転後の閉鎖などを規定。しかしながら、同法成立後
の総選挙における環境保護党の後退などを受け、新内閣では、原子力を含
めた新しいエネルギー政策の検討に着手。

ポーランドでは、チェルノブイリ事故後住民投票で原発建設を中止したが、世
論の過半が原子力支持に転じたのを受け、原子力発電所の建設を昨年
１２月に閣議決定。ロシアでのエネルギー依存率からの脱却、京都議定書な
どが要因。

ウクライナではそれまでの１３基（計１，８１４万ｋＷ）に加え、２００４年に新た
に２機（計２００万ｋＷ）が運転開始。
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【【アジアアジア】】

アジアでは、中国やインドにおいて、今後のエネルギー需要の急増に対応す
るため、数多くの新規原子力発電所建設が予定されている。

特に中国においては、今年だけでも新設４基、増設４基の計８基の建設計画
が明らかにされており、今後２０２０年までには原子力発電容量を現在の
約９００万ｋＷ（建設中２基含む）から、約３，６００万ｋＷにまで引き上げる予定。

インドでは、現在、１４基の原子炉が稼働（合計出力約２７０万ｋＷ）。国内に
豊富に存在するトリウム資源を有効活用する観点から、独自の長期計画に
基づく増殖炉燃料サイクルを展開。今後、ロシアの技術援助を受けて、
２０２０年までに国内の原子力発電所の総設備容量を約２，０００万ｋＷに増
やす予定。

２．海外における原子力発電の動向２．海外における原子力発電の動向
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（１）（１）電力自由化の影響電力自由化の影響

自由化自由化 ： 競争原理の導入により、法的供給独占による需要確保や総括原価

主義によるコスト回収の保証がなくなった。

３．原子力発電をとりまく環境３．原子力発電をとりまく環境

電力自由化を受けて、電気事業者は大型の長期投資に対して、より慎
重な姿勢を示すようになった。

電力自由化に対応して、原子力政策の新たなアプローチが求められて
いる。

・卸電気事業の新規参入規制撤廃 ＜平成７年＞
・電力の小売自由化（小売部門への参入規制の撤廃、料金規制の緩和） ＜平成１２年＞

平成１２年３月～ ２，０００ｋＷ以上（大規模工場、デパート、オフィスビル） 電力量２５％電力量２５％
平成１６年４月～ ５００ｋＷ以上（中規模工場、スーパー、中小ビル） 電力量４０％電力量４０％
平成１７年４月～ ５０ｋＷ以上（小規模工場） 電力量６３％電力量６３％
※平成１９年４月頃を目途に全面自由化の検討を開始。
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（２）（２）電気事業者の電源選択の鍵電気事業者の電源選択の鍵
電気事業者からのヒアリングなどによれば、電気事業者が、電力需要の動向、現在
の原子力比率等を踏まえつつ、今後電源として原子力を選択する上で重要と考える
要素は以下のとおり。

こうした要素の中で、電力自由化の進展を受けて、①①経済性経済性や
②②投資リスク投資リスクの比重が以前に比して相対的に上昇。

①①経済性経済性（建設コスト、運転・廃止措置管理コスト、燃料コスト）
②②投資リスク投資リスク（長期・大型投資リスク、固定電源リスク）
③③環境適合性環境適合性
④④会社の電源構成のバランス会社の電源構成のバランス
⑤⑤地元の理解や信頼関係地元の理解や信頼関係
⑥⑥国全体のエネルギー政策との整合性国全体のエネルギー政策との整合性
⑦⑦国際リスク国際リスク（核不拡散強化への対応）

３．原子力発電をとりまく環境３．原子力発電をとりまく環境
本頁は、当庁が電気事業者からのヒアリ
ングなどを通じて把握した電気事業者の
見解をまとめたものである。
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（（11））対応の方向対応の方向・・・・・・①既設炉の最大限の活用

（（ i i ））高経年化高経年化対策対策・・・

４．電気事業者側の対応４．電気事業者側の対応

経年変化の技術的評価を基に、計画的に適切な保守
を行い、安全当局のチェックを受けつつ、長期間の安
全かつ安定的な稼働の実現を図る。

（参考）海外の例（参考）海外の例

本頁は、当庁が電気事業者からのヒアリングなど
を通じて把握した電気事業者の見解をまとめたも
のである。

・米では、当初４０年間の運転認可期間で、その後、規制当局の厳格な審査・検査を
経て、最長２０年毎の認可更新が可能。 約２割の発電所が更新済であり、最終的に
は大半が更新申請を行うとの見方もある。
・英、仏、独などでは、米のような法定の運転認可期間は存在しない。事業者に１０年
毎の定期安全審査の実施を義務付け、国が次の１０年間の安全性などを確認した上
で、継続的な運転が認められる。

電気事業者からのヒアリングなどによれば、電気事業者としては、安全の
確保や地元の理解を大前提に、まず、既にある原子力発電所の最大限の
活用を基本に考えている。



46

（（i ii i））定期検査の柔軟化定期検査の柔軟化・・・

（（iiiiii））出力増強出力増強・・・

電気事業者としては、リスク評価技術の進歩な
どを踏まえ、オンラインメンテナンスの導入や現
行一律１３ヶ月以内とされる定期検査の柔軟化
が図られることを期待している。（参考）海外の例（参考）海外の例

電気事業者は、具体的な出力増強の方法を選定し、関係法令
にのっとった手続きを行い、出力増強の実現を目指している。

（参考）海外の例（参考）海外の例

・欧米諸国において、我が国と韓国（２０ヶ月）のように法定で定期検査間隔を定めている国は
見当たらない。これらの諸国では、個別に検査間隔を定めるというのが一般的。
・米では、６割以上の発電所が１８ヶ月の検査間隔であり、更に１割以上が２４ヶ月に移行済。
・米では、一定期間毎に点検を行う「時間計画保全」から、機器の状態をチェックしながら必要な
時期に点検を行う「状態監視保全」への移行が進展。

・米では、１９７０年代後半からこれまでに、９０基以上の出力増強を認可。累積の増加分は、
１００万ｋＷ級の発電所４基分以上。

・欧州各国（独、ベルギー、スペイン、フィンランド、スウェーデン、スイス）やメキシコなどでも、

３．５％～２５％の出力増強を計３０基以上で認可した実績あり。

４．電気事業者側の対応４．電気事業者側の対応
本頁は、当庁が電気事業者からのヒアリングな
どを通じて把握した電気事業者の見解をまとめ
たものである。
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一定の期間（例えば法定耐用年数の１６年）で見た場合に、発電コスト（建設コストを含む）が
他電源に比べて遜色ないこと。

複数のプラントを一定の期間内に続けて建設する場合に、全体としてキャッシュフローに支障

が生じないこと。

国の政策に継続性があること。

バックエンド（再処理、廃棄物など）の取組が着実に進むこと。

地元との長期的な信頼関係があること。

安定した需要が見込めること。

電気事業者からのヒアリングなどによれば、電気事業者は、新規の原子力
プラントの建設について、主として以下の要素を評価し、建設を検討。

４．電気事業者側の対応４．電気事業者側の対応

（（i ii i））投資リスク投資リスク

（（ i i ））経済性経済性

本頁は、当庁が電気事業者からのヒアリング
などを通じて把握した電気事業者の見解をまと
めたものである。

（（11））対応の方向対応の方向・・・②新規の原子力プラント建設・・・②新規の原子力プラント建設
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安全性・信頼性が高いこと。

高い耐震性または免震性を有すること。

従業員の被ばく線量が少ないこと。

建設に要する期間が短いこと。

使用可能期間が長いこと。

核不拡散性が高いこと。

廃棄物の発生量が少ないこと。

世界の標準炉の一つとなり得ること。

運転し易く（自動化の進展、操作性の向上など）、保守・点検も容易であること。

高稼働率が得られる（例えば運転中メンテナンスが可能である）こと。

４．電気事業者側の対応４．電気事業者側の対応

（（iiiiii））今後の新たな原子力プラントの今後の新たな原子力プラントの設計に当たって望まれる主な条件設計に当たって望まれる主な条件

本頁は、当庁が電気事業者からのヒアリングな
どを通じて把握した電気事業者の見解をまとめ
たものである。
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安全の確保を大前提として、地元の理解を得て、新規立地に取り組むとともに、既設
炉については少なくとも６０年程度を目安に長期運転することも視野に入れ、最大限活
用することを基本とする。

その後、２０３０年前後からは、既設炉を順次新設炉に代替。代替炉は現行炉を改良
した軽水炉を基本に考える。炉の大きさは、スケールメリットが効く大型炉を中心
として考え、各社の需要規模や需要の変動に応じ、標準型中小炉についても検討する。

ＦＢＲについては、経済性などの諸条件が整うことを前提に、２０５０年頃からの順次
導入を見込む。

なお、ＦＢＲの実現が遅れる場合にも、改良型軽水炉の導入による対応を基本とする。
ただし、経済性に優れ、信頼性の高い革新型炉の導入が可能となっていれば、柔軟
に検討する。

電気事業者からのヒアリングなどによれば、３．（２）の電源選択の要素に大きな問
題がなく、また今後も原子力発電が現在の水準※か、それ以上を担うとした場合
における、電気事業者から見た中長期の方向性は以下の通り。 ※発電電力量の３～４割程度。

（（22））電気事業者から見た中長期の方向性電気事業者から見た中長期の方向性

４．電気事業者側の対応４．電気事業者側の対応
本頁は、当庁が電気事業者からのヒアリングな
どを通じて把握した電気事業者の見解をまとめ
たものである。
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５．原子力産業の状況と課題５．原子力産業の状況と課題

国内の原子力発電所の建設は、今後２０年以上は引き続き低
迷が予想される。一方で、早ければ２０３０年頃からは多数の建
て替え需要が見込まれる。こうした中で、「早ければ２０３０年頃「早ければ２０３０年頃
に訪れる大規模建設時代までの間、我が国原子力産業の技に訪れる大規模建設時代までの間、我が国原子力産業の技
術・安全・人材の各面について、必要な厚みを維持し得るか」術・安全・人材の各面について、必要な厚みを維持し得るか」が、
エネルギー政策上の深刻な課題。

＜＜エネルギー政策上の課題エネルギー政策上の課題＞＞
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米国は、軍事利用もあって大きな技術基盤は有するものの、スリー
マイルアイランドの事故以降、２０年以上も商業用原子力発電所の
新規発注が途絶えたこともあり、民生向けの製造基盤を喪失。この
ため、現在では、大型機器の製造や主要な燃料技術等を海外に依
存せざるを得ない状況。

民生需要のみで構成される我が国原子力産業において、今の状
況が続いた場合には、米国に比べても一層深刻な基盤の劣化が
懸念される。

したがって、我が国原子力産業の技術・安全・人材の各面について、
必要な厚みを維持するための取組が必要。

＜＜エネルギー政策上の課題エネルギー政策上の課題＞＞（続き）

５．原子力産業の状況と課題５．原子力産業の状況と課題
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【出典：資源エネルギー庁調べ】

５．原子力産業の状況と課題５．原子力産業の状況と課題
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５．原子力産業の状況と課題５．原子力産業の状況と課題
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（３）（３）原子炉の設計・製造等に携わる技術者の推移原子炉の設計・製造等に携わる技術者の推移

売上げに比べると技術者数の落ち込みは穏やかであるものの、このま
まではその維持も困難になる可能性がある。
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【出典：原子力産業会議
２００２年度原子力産業
実態調査報告より】

５．原子力産業の状況と課題５．原子力産業の状況と課題

※２００３年度は２００２年度時点での見込み。
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（（４４））電力会社の研究開発費電力会社の研究開発費

競争の時代に入り、電力会社も研究開発予算を削減せざるを得ない
状況に直面。このため、重点的に研究テーマを選択するとともに、海
外との研究開発協力なども必要。
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【出典：原子力産業会議 ２００２年度原子力産業実態調査報告より】

５．原子力産業の状況と課題５．原子力産業の状況と課題
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（１）（１）電源立地促進電源立地促進

電源立地地域における発電所の設置や運転に対する理解増進のため、「電源立地地
域対策交付金」を措置し、地元自治体に交付。原子力発電の電力供給における位置
付けに鑑み、以下の類型を追加。

・原子力発電所の所在市町村・隣接市町村などにおける需要家の電力料金を実質的
に割り引くための類型を１９８１年度に創設。
・原子力発電所の運転の円滑化を図るため、所在市町村に対して長期的な発展に
資する対策を講ずるための類型を１９９７年度に創設。

また、上記の交付金に加え、１９９９年度には、立地都道府県の地域活性化、産業振
興などを図るための「原子力発電施設等立地地域特別交付金」を創設。

※※原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法（２０００年成立、１０年間の時限立法）

都道府県の申出に基づく立地地域の指定、都道府県による立地地域振興計画の策定、国によ
る同計画の決定、住民生活の安全確保に資する公共施設整備に対する支援措置（補助率の嵩
上げ、地方債の元利償還に対する交付税措置）などを規定。

６．これまでの政府による対応６．これまでの政府による対応
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（２）（２）税関係税関係

使用済核燃料再処理引当金（１９８１年度～）使用済核燃料再処理引当金（１９８１年度～）

使用済燃料の再処理費用とガラス固化費用を、事業者があらかじめ積み立
てることを求めるものであり、１９８６年度から法人税の損金算入が認められ
ている。２００５年度税制改正により、対象費用が拡大されるとともに、外部積
立方式に移行の予定。

原子力発電施設解体引当金（１９８８年度～）原子力発電施設解体引当金（１９８８年度～）

原子力発電施設の解体費用を事業者があらかじめ積み立てることを求める
もの。１９９０年度からは法人税の損金算入が認められている。

＜参考：原子力に係る法定外税＞＜参考：原子力に係る法定外税＞
・核燃料税（１９７６年度～原子力発電所立地道県（青森県、茨城県除く））
・核燃料等取扱税（１９９９年度～茨城県）
・使用済核燃料税（２００３年度～川内市（普通税）、柏崎市（目的税））
・核燃料物質等取扱税（１９９１年度～青森県）

６．これまでの政府による対応６．これまでの政府による対応
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（３）（３）制度制度

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

核原料物質、核燃料物質及び原子炉に関し、（１）平和利用に限定、（２）計
画的利用実施の確保、（３）災害防止と安全確保、を図るための規制につい
て規定。

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（２０００年５月成立）特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（２０００年５月成立）

高レベル放射性廃棄物の処分を計画的かつ確実に実施するため、処分実
施主体の設立、処分費用を確保するための拠出金制度、３段階の処分地選
定プロセスなどを規定。

原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び
管理に関する法律案（今通常国会で審議予定）管理に関する法律案（今通常国会で審議予定）

使用済燃料の再処理等に要する費用を、事業者に対してあらかじめ外部
法人への積立てを義務付けること等を規定。

６．これまでの政府による対応６．これまでの政府による対応
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（３）（３）制度制度（続き）

優先給電指令制度（２００優先給電指令制度（２００００年～）年～）

電力需要が低下するゴールデンウィーク等の軽負荷時において出力抑制が
必要な場合に、原子力等の長期固定電源以外の電源（ＰＰＳ（新規参入事業
者）の電源も含む）に対して出力抑制の指令を行うことにより、原子力等による
安定的な発電を可能な限り確保。

長期的に送電容量を確保する長期的に送電容量を確保する連系連系線利用ルール（２００５年～）線利用ルール（２００５年～）

電力自由化の進展に伴い、従前にも増して広域での電力取引の活性化が想
定される中、容量に限りのある連系線（全国９のエリア同士を結ぶ送電線）につ
いて、原子力などの長期固定電源の優先利用を確保する制度。経済産業大臣
の指定を受けた電力系統利用協議会において、このための連系線利用ルール
を整備。

６．これまでの政府による対応６．これまでの政府による対応
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（３）（３）制度制度（続き）

原子力損害の賠償に関する法律原子力損害の賠償に関する法律

原子力事業者に無過失・無限の賠償責任を課すとともに、その責任の原子
力事業者への集中、原子力事業者に対する原子力損害賠償責任保険などへ
の加入の義務付け、損害賠償措置額を超える原子力損害が発生した場合に
おける国の所要の援助などを規定。

６．これまでの政府による対応６．これまでの政府による対応
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＜＜総総 論論＞＞

・安全の確保と国民・地元理解の増進等を通じた安定的運転の確保

・関係者のコミュニケーションを通じた将来ビジョンの共有

・安全で経済的な原子力発電の基盤としての原子力産業・人材の整備

・バックエンド（再処理、廃棄物など）についてのリスク低減

電力自由化の中で、政府としては、民間の長期投資戦略の判断要素に対
応して、将来にわたり一定規模の原子力発電を確保し得るよう、所要の環
境整備を行っていくことが求められる。

電力自由化と原子力政策を整合的に推進するため、以下のような項目を中
心に、不断の見直しを行うことが必要。

７．今後の政策課題７．今後の政策課題
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＜＜制度関連制度関連＞＞

・電力ネットワーク関連制度のあり方

・需要面の対応

・立地推進対策のあり方

・税制のあり方

・炉型戦略や原子力産業・人材の整備を見据えた、技術開発の戦略的プロジェ

クトへの重点化

＜＜国際国際関連関連＞＞

・国際展開（官民の協力による海外市場展開）の推進

・核不拡散、地球温暖化防止、新技術開発などにおける国際協力や国際的

枠組みへの貢献のあり方

※別途、安全規制については、規制当局の判断により、適宜適切な見直しが行われていくものである

ことから、上記「今後の政策課題」には記述をしていない。

７．今後の政策課題７．今後の政策課題


